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4.結論
1.序論
(1)問題関心と目的
欧米の先進諸国の合計特殊出生率（以後出生率とする）は、 1960年代以降の婦人解放運動の
流れの中で低下し始め、 1970年代半ば頃までには人口置換水準 (2.08)を下回るようになっ
た。中でもデンマークではこの変化が激しく現れ、 1983年には出生率が1.37にまで落ち込ん
だ。しかし、その後は上昇に転じて1995年には1.82にまで回復し、以後若干の減少は見られ
るが、先進諸国の中ではアメリカ合衆国に次いで2番目に出生率の高い国になっている。
一方、日本の出生率の動きは欧米諸国のそれとは趣が異なる。第2次大戦のベビープームが
過ぎると、 2人の子どもが主流の「家族計画」の急速な浸透によって出生率が激減し、早くも
1950年代後半には人口置換水準に達し、その後は丙午の1966年の異例の低下を除けば1970年
代半ばまで同程度の水準で推移していた。しかし、 1975年頃から再び低下し始め、 1999年に
は1.34まで下がり、ドイツやイタリアとともに出生率の特に低い国になった。そして、今のと
ころ出生率が上向く兆しはない。このような動向に対して、日本はどの国も経験していない
「超」少子・高齢社会になるのではないかという危惧も示されている（1)。少子化が進んで人口
が減った方がよいという考え方や、公的な施策で出生率を上げることへの批判的見方もないわ
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けではないが、急激な少子化が経済活力の低下や年金制度の破綻等、国民生活に深刻な影響を
及ぼすことを考えれば、やはり何らかの少子化対策は必要である。
日本の出生率減少に対する国の施策としては、 1994年になってようやく「エンゼルプラン」
という子育て支援策が示された。その後は 1996年末から翌年にかけての厚生省人口問題審議
会による少子化の原因に関する総合的検討と答申、重ねて橋本、小渕両首相主導の「少子化へ
の対応を考える有識者会議」(1998年7月）、および「少子化への対応を推進する国民会議」(1999
年4月）による議論と対策の提言が行われてきた。地方自治体が独自に行ったものも含めると
実に多くの提言が出されているが、それらはたいてい子育て支援策が中心である。提言された
対策が実行に移され、その効果を確認するにはしばらく時を待たねばならないが、子育て支援
策で日本の出生率が本当に回復するだろうか。
ドイツでは結婚した夫婦が子どもを産まなかったり、産んでも 1人にとどめることが多いこ
と、イタリアでも一人っ子が非常に多いことが出生率低下の原因になっている。しかし、日本
では 1組の夫婦が平均2.2人の子どもを産んでいるので、日本の出生率低下の根本原因は晩婚
化と非婚化だといわれている (2)。子育て支援策も、子育てと仕事の両立の難しさを予見して結
婚をためらっている女性や、仕事のために出産を抑制している一部の既婚女性に対しては一定
の効果はもつだろうが、根本原因への対策抜きでは出生率の本格的回復は見込めない。
そこで本研究では、出生率の回復に成功したデンマークの社会と日本のそれとの比較を通し
て、日本の晩婚・非婚化の社会的要因を明らかにし、その上で日本における結婚促進のための
対策、すなわち少子化対策を考えることを目的とした。
(2)研究方法
上記の研究目的のために 1999年8月30日～9月6日と 2000年8月28日～9月2日の2度
にわたるデンマークの現地調査と（以後それぞれを第1次調査、第2次調査と表記する）、資料
収集を行なった。また、デンマークで2年間の生活経験がありデンマークの教育事情に詳しい
伊藤美好氏にお話を伺い、有益な資料も提供していただいた。現地調査のうち本稿で用いたの
は、以下の施設見学と聞き取り調査である。なお、調査内容の記述に当たっては、それぞれの
訪問先に付けた①～⑬の番号を付記する。
く第 1次調査＞
①ボーゲンセ市の日欧文化交流学院：院長・千葉忠夫氏の教育制度に関する講義と談話
②オーデンセ市立ムンケビャウ国民学校：校長と会談、施設見学
③ヘルシンオア市の子育て中の家庭：ホームステイ、子育て期の夫婦10組と座談会
く第2次調査＞
④オーフス県立アルメネ高校：校長と会談、授業参観、 7人の高校生と座談会、施設見学
28 
日本の晩婚・非婚化の社会的要因と少子化対策に関する一考ーデンマーク社会との比較を通して一
⑤オーフス県立シルケボー技術学校：教師兼教育アドヴァイザーと会談、施設見学
⑥シルケボー市にあるリゥ国民高等学校：副校長と会談、施設見学
⑦シルケボー市にあるサッカークラブ：指導員のクラブに関する講義、施設見学
⑧オーデンセ大学人口研究所： L.B.クヌズセン教授と会談
⑨オーデンセ市の学生寮： 3人の女子学生と座談会、施設見学
⑩国立社会調究研究所： M.H．オッテセン研究員と会談
⑪フレデリクスボー県立ビアケゴド高校：校長と会談、施設見学
⑫ヘルシンオア市にある国際国民高等学校：デンマーク人学生5人と座談会、 2泊3日の滞在
⑬ヘルシンオア市のダン・インフォメーション：サダコ・ニールセン氏のデンマーク社会に
関する講話
⑭カーラボ市のユーススクール：副校長と会談、施設見学
2. 日本とデンマークの結婚の動向
日本人の 1998年の平均初婚年齢は男性28.6歳、女性26.7歳であった。 1975年に比べると
男性は 1.6歳、女性は2.0歳上昇している（厚生省人口動態統計による）。これだけでは晩婚・
非婚化は実感しにくいが、年齢階層別未婚率を見るとその動きは明確である（表1)。男性の未
婚率は 1975年から 1995年までの 20年間に、 30~ 34歳で2.6倍の 37.3％に、 35~ 39歳で
3.7倍の22.6％に増加し、女性の未婚率も 25~29歳で2.3倍の48.0％に、 30~34歳で2.6倍
の19.7％に増加している。そして、生涯未婚率 (50歳時の未婚率）も 1970年頃から増加し始
め、 1995年には男性が9.0%、女性が5.1％になった。特に東京都の 1995年の未婚率は、男性
は30~ 34歳で48.2%、45~ 49歳で18.5%、女性は30~34歳で30.8%、45~49歳で10.7
％と晩婚化・非婚化の現象は一段と進んでいる。この傾向は、今後もさらに進行すると予測さ
れる。
一方、デンマークでは平均初婚年齢は男性が31.9歳、女性が29.5歳である (VitalStatistics 
1996) (3）。しかし、デンマークでは正式の結婚（登録婚）の前に同棲や事実婚（以後、両者を
婚前同居とする（注1)）を経験し、第 1子出産後に登録婚に移行することが多い（出生子の46
％が婚前同居の男女の間に生まれている）。表2は年齢階層別に家族形態をみている。これによ
れば男性は 20歳代の後半で過半数が婚前同居を含む家族を形成しており、シングルの割合は
48.5％である。日本の同年齢階層の未婚率は66.9%（表1、1995年）である。女性については
20歳代前半を比べると、デンマークではシングルの割合が59.9％であるが、日本の同年齢階層
の未婚率は86.4％である。婚前同居を含めてではあるが、男女ともデンマークの方が家族の形
成が早い。
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表 1 ．年齢階層別未婚率•生涯未婚率の推移
（％） 
男子 女子
年次
20~24 25~29 30~34 35~39 生涯未婚率1) 20~24 25~29 30~34 35~39 生涯末婚率1)
1950 82 9 34.5 8.0 3.2 1.5 55.3 15.2 5.7 3.0 1.4 
1955 90 2 41.1 9.1 3 1 1.2 66.5 20 6 79 3.9 1.5 
1960 91.6 46.1 9.9 3,6 1.3 68 3 21 7 94 5.4 1.9 
1965 90 3 45 7 11 1 4.2 1 5 68.1 19.0 9.0 68 26 
1970 90.0 46.5 11.7 4.7 1.7 71.6 18.1 7.2 5.8 34 
1975 88.0 48 3 14.3 6.1 22 69.2 20.9 7.7 5.3 4.4 
1980 91.5 55 1 21.5 8.5 2.6 77.7 24.0 9.1 5.5 4.4 
1985 92.1 60.4 28.1 14 2 3.9 81 4 30 6 10.4 6.6 4.4 
1990 92.2 64.4 32.6 19.0 5.6 85 0 40 2 13 9 7.5 4.3 
1995 92 6 66.9 37.3 22.6 9.0 86.4 48.0 19.7 10.0 5 1 
資料出所：総務庁統計局「国勢調査」。
注： 1)生涯未婚率は各年次の50歳時の未婚率 (45-49歳と 50-54歳の未婚率の平均値）。
本表は、第47回厚生政策セミナー「21世紀の家族のかたち」資料編、資料：阿藤誠 (3頁）による。
表2.年齢階層別にみた家族形態 (1999年 1月）
（％） 
く男性＞ く女性＞
年齢階層 シングル 婚前同居 登録婚 シングル 婚前同居 登録婚
20歳未満 97.5 2.2 0.3 89.0 9.5 1.5 
20-24歳 77.6 19.4 30 59.9 32.3 7.8 
25-29歳 48.5 34.6 16.8 34.8 36 0 29.1 
30-34歳 33.2 25 7 40.9 24.3 23.6 52.1 
35-39歳 28.6 18.8 52.5 22.5 17 1 60.2 
40-44歳 27.4 13.8 58 7 23.7 12.1 64.1 
45-49歳 25.7 10.4 63 6 24.1 88 67.0 
50-54歳 23.0 7.6 69 3 24 0 65 69.5 
55-59歳 22.1 6.2 71.6 26.3 5.3 68.3 
注） Demnarkstatistick January 2000により作成。
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ただ、デンマークの男性の30歳代後半以降の男性と 30歳代前半以降の女性のシングルの割
合は、日本の未婚率より高くなっているが、この中には婚前同居や登録婚を解消してシングル
に戻った者が含まれているので、婚前同居も登録婚も経験したことのないシングルの割合は、
実際にはもっと低い。ちなみに、 1985年に登録された結婚の25％が10年以内に離婚している
(Vital Statistics 1996) (4)。登録婚より解消しやすい婚前同居を含めると離婚率はもっと高い
はずである。大方の人が登録婚に移行している50歳代前半でまだ結婚登録をした経験がない人
の割合は男性が10%、女性が5％である (1996年。 danmarksStatistikによる）。この数値は
日本の 1995年の生涯未婚率とほぼ同程度だが、日本では晩婚化が今も進行中であるので、近
年中に日本の方が高くなると思われる。
次に、両国の過去20年間の年齢階層別出生率の変化をみてみよう（図 1)。20歳代前半では
両国とも出生率は低下の一途であったが、デンマークの方が一貫して高い。20歳代後半の出生
率は、 1980年代までは日本の方が高かったが90年代に逆転し、この年齢層でもデンマークの
方が高くなっている。 30歳代前半でも同じ傾向がみられる。 30歳代後半では両国とも少しず
つ上昇傾向にあるが、ここでもデンマークの方が高い。このような出生率の変化が示している
のは、デンマークでは家族の形成時期（婚前同居を含む）が遅くなってはいるものの、日本よ
りは早く、また、家族の形成が着実に行われているということである。ただ、デンマークの30
歳代以降の出生率の上昇は、3人目の子どもをもうける人の増加や1980年代前半に出産を控え
ていた人が駆け込み出産をしていることも反映している。
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資料出所：日本；厚生省「人口動態統計」による。
デンマー ク； Statisticalten-year review 1988, DANMARKS STATISTIKによる。
図1．年齢階層別にみた出生率の変化
デンマークで家族の形成が遅くなっている理由は、より専門的な知識や技量をもった人が要
求されるようになったために就学期間が長くなったことである（学生寮に住んでいる大学生の
談話⑨）。大学入学前の男女3人に第1子はいつ頃もちたいかとたずねると、「教育など自分の
ことをし終わってから」、「親になるのに成熟してから」、「あまり早すぎない方がよい」と答え
てくれたが、具体的な年齢としては3人とも 25~28歳くらいだという（国際国民高等学校の
学生の談話⑫）。医者や弁護土になる人は、卒業すると忙しいから学生のうちに1人は子どもを
産んでおくようにとアドヴァイスされるそうである（前掲⑨）。デンマークで家族の形成時期が
遅くなりつつあるとはいえ、日本よりは早いことを具体的に示す談話である。
では、なぜ日本では晩婚化や非婚化が進むのか。以下では、日本社会とデンマーク社会を対
比しながらこの問題に迫り、どうすれば日本で結婚を促進できるかを考えたい。
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3. 日本の晩婚・非婚化の社会的要因とそれへの対策
(1)「要因 1：若年男性の自発的失業とフリーターの増加」とそれへの対策
①日本の若年男性の就業状態
配偶者間の出身階層の組み合わせは、どの社会にもハイパーガミー（女子上昇婚）の傾向が
ある。女性が自分の所属階層以上の男性と結婚するこの法則のもとでは、所属階層の低い男性
と高い女性に結婚難が生じる。デンマークでも低収入の男性や失業中の男性(BottomMen)と
高学歴の女性 (TopWomen)が結婚しにくいということであった（オーデンセ大学人口研究
所L.B.クヌズセン教授談話⑧）。では、日本ではどうだろうか。
図2は、学歴階層別累積既婚率を示している。専修学校は入学資格や修業年限、履修内容に
かなりの相違があるのでこれを除外して検討すると、34歳時の中卒男性と大卒女性の既婚率が
やや低くなっている。なお、短大卒男性と中卒男性との間には 15ポイントとかなりの差があ
る。
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資料出所：人口問題研究所「平成4年 独身青年の結婚観と子供観
ー第 10回出生動向基本調査ー」 1994年
図2.学歴別累積既婚率
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図3は、年収階層別にみた年齢階層別未婚率である。女性では100万円未満の層で結婚が早
く45~ 49歳時の未婚率も低いなど、低収入の女性が早く結婚する傾向がはっきりしている。
しかし、それ以上の収人階層間では大差はない。一方、男性は年収500万円以上の層では結婚
が比較的早く 30歳代後半以降の未婚率も低い。特に700万円以上の層ではその傾向が強い。し
かし、年収200万円未満の層では結婚の開始が遅く、 40歳代以上の未婚率も高い。
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資料出所：人口問題研究所「第2回人口問題に関する意識調査」 1995年
図3.年齢階層別・収入階層別にみた未婚率
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以上のように日本でも、低学歴の男性と高学歴の女性が結婚しにくい状況がみられるが、特
に注目されるのは低収入の男性の結婚難である。この低収入層の主たる形成者は失業者やフ
リーター（パート、アルバイト、臨時層の者）であるが（注2)、若年男性の失業率とフリーター
の数の動向をみてみよう。
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図4は、男性の失業率の変化を年齢階層別にみたものである。現在の長引く経済不況の中で
問題視されているのは中高年の失業率の上昇であるが、 15~ 19歳、 20~24歳の若年層の失
業率の方がはるかに翡く、それはバブル経済崩壊前の好況時（平成元年）から高かったのであ
る。近年は、結婚適齢の25~ 29歳でも失業率が上昇している。
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資料出所：総務庁統計局「労働力調査」
図4.年齢階層別完全失業率の推移
図5は、男性のフリーター数（推計値）の変化を年齢階層別に示している。特に問題になる
のは結婚適齢のフリーターだが、 25~29歳層では 1992年からの5年間に倍増して 1997年に
は10万人になっている。 30~34歳層も漸増傾向である。 20~24歳は結婚にはやや早い年齢
層ではあるが、その急増ぶりは著しい。これほど若年失業者やフリーターが増加するのはなぜ
だろうか。
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資料出所：総務庁統計局「就業構造基本調査」の特別集計。
H本労働研究機構『労働白書』（平成12年版）による。
図5.年齢階層別にみたフリーターの推計数（男性）
若年の失業者の増加原因の第1は、進学も就職もしない新規学卒者の増加である。 1999年3
月の卒業者に占める学卒未就職者の割合は、高卒男子の22.2%、大卒男子の27.4％であった
(7)。この学卒未就職者の増加は、就職先がないというより正社員としての仕事に就く気がない
という、若者の意識の変化によるところが大きい（8)。第2の原因は、一且就職しても自発的離
職が多いことである。労働省の「新規学校卒業者の就職離職状況調査」では、 1996年3月に高
校を卒業して就職した者の3年目の累積離職率は48.4%、同じく大学卒については33.6％とい
う高率である。そして、 15-24歳の離職者のうち自発的離職者が82.1％を占めている（総務
庁統計局「労働力調査特別調査」 1998年） （9)。こうした学卒未就職者や自発的離職者はフリー
ターになっていくことが少なくない。
また、若年の失業者やフリーターの増加原因には高校中退者の存在もある。文部省の調在で
は師年10万人前後の高校中退者が出ている（注3)。中退理由で多いのは、「学校生活・学業不適
応J(37.1%）や「進路変更」 (36.8%）である。「進路変更」希望者のうち就職希望が53.6%
と過半数を占め、別の高校や専修・各種学校に人学を希望する者は合わせて 29.9％であった
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(1999年度調査） （10)。就職希望者でも実際には職に就かない者や、就職しても離職する者が少
なくないのはこれまでにみた通りである。
さらに、「アルバイターの就労等に関する調査」（（株）リクルートリサーチによる）ではフ
リーターのメリットに「自由な時間を多く取れる」ことが最も多く挙げられているように (11)、
フリーターの増加原因には、現代の日本の若者が長時間労働や休暇の少なさを嫌い、それを生
き方に表すようになったことも挙げなければならない。それでも、男性のフリーターの82％は
定職に就きたいと思っているが（同上調査による）、正規雇用への移行はスムーズにはいかない
ことが多い（注4)。また、定職を得ても収入は現状維持か、むしろ減少しているという者が約
半数である (12)。一旦失業したりフリーターになると、安定した経済的基盤を得ることが難し
いのが実状である。
以上から、日本の晩婚化・非婚化の社会的要因の1つが、若年男性の自発的失業とフリーター
の増加であること、そして、その原因は、学校から職場への移行がうまくいかないこと、失業
者やフリーターの再起が難しいこと、また、労働時間が長く休暇が少ないことにあることがわ
かった。デンマークではこれらの点はどうなっているのだろうか。
②デンマークの若年男性の就業状態
図6は、デンマークの男性の失業率の変化を年齢階層別にみたものである。失業率の上昇期
は景気の低迷期であったが、 94年頃から景気が持ち直し、 97年以降は好況期に入っている。失
業率はどの年齢層も経済状態にほぼ連動しており、 16~24歳の若年層の失業率が他の年齢層
に比べて特に高い水準にあるわけではない（注5)。しかし、自発的失業者やフリーターはいない
のだろうか。これについての統計データは入手できていないが、サダコ・ニールセン氏（⑬）
によれば、フリーターという言葉はないが、自分が何に向いているのかわからず、転職したり
短期に働く若者は存在するとのことである。しかし、デンマークの若者の失業率が景気の変動
と連動していることや、他の年齢層より突出して高くもないことから推察すると、日本の若者
のような自発的失業者やフリーターは、それほど多くないと考えられる。第2次現地調壺で訪
れたシルケボー技術学校のホテル・レストランコースの教師兼教育アドヴァイザーによれば、
卒業前に全ての学生の就職先が決まっているという（⑤)。また、オーデンセ市の学生寮で会っ
た学生は、病気の人を除けば大学生の卒業後の就職に問題はないと話してくれた（⑨）。
では、デンマークでは学校社会から職業社会への移行が比較的うまく行われ、自発的失業や
短期就労が社会問題化するほど発生していないのはなぜだろうか。日本のフリーターが嫌って
いる長時間労働については、週37時間の法定労働時間ときわめて少ない時間外労働、必ず使わ
れる 5週間の有給休暇など、日本とは格段の違いがある。このことも重要だが、以下では、デ
ンマークの教育システムと職業教育について検討してみよう。
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図6.デンマークの年齢階層別失業率の推移
③デンマークの教育システムと職業教育
デンマークの文部省は、 95％の子どもに何らかの専門や技術をもたせたいと考えている
（⑤)。この目標値は女性も含めた数字であるので、目標の高さと、有能な職業人をつくろうと
する意気込み、具体的で明確な指針を示して行う行政のありようが窺われるが、この目標を達
成するために、国は全ての子どもに義務教育終了後も学校教育を受けさせたいと考えている
（図 7参照）。
義務教育終了後の学校教育は2つのコースに大別される。 1つは、職業教育を行う技術学校・
鹿業学校である。これは日本の職業高校に相当する。もう1つは、日本の普通高校に当たるギ
ムナジウムである。ここには大学など高等教育機関への進学を考えている者が入る。義務教育
終了後に技術学校・商業学校に進む者は約50%、ギムナジウムに進む者が40％弱である (13)。
どちらに進むかは、本人が自分の適性やどんな仕事に就きたいかを考えて選ぶ。進路によって
差別意識や劣等感をもつことはないとのことである（①)。また、義務教育終了後に学校から離
れていた者も、勉強して高等教育準備試験に受かれば、高等教育を受けることができる。なお、
冒頭に示した目標値の実現率は今のところ 7割程度である（注6)。
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資料出所：国立教育会館ホームページ、海外教育情報「諸外国の学校教育／デンマーク」
図7．デンマークの学校教育
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ところで、デンマークの職業教育の大きな特徴は、学校と職場との緊密な協力関係（⑤)と、
職業教育の開始時期が国民学校の 8年生（日本の中学2年生に相当する）と早いことである。
国民学校の8~9学年には、社会人になるための実学科目が選択科目として置かれており、そ
の中に「職業学習」がある（表3の脚注※の項参照）。この教科は、労働生活および社会一般に
関する知識・経験を獲得させることを目的としており、 1週間の体験学習（企業や職業学校の
見学と労働体験）が行われる。この他にも、各学年の他教科の学習と関連づけた職業ガイダン
スが行われている (14)。
表3. 国民学校で学ぶ教科と週当たり時間数
教五三~-～こ狂 1 2 3 4 5 6 7 8 ， 教科別総時間数
デンマーク語 ， 8 7 6 6 6 6 6 6 60 
英語 2 3 3 3 3 3 17 
宗教 2 1 1 1 1 2 ゜1 1 10 社会1) 5 5 
歴史 1 1 1 2 2 2 ， 
体育 1 2 2 3 3 2 2 2 2 19 
音楽 1 2 2 2 1 1 ， 
美術 1 2 2 2 1 8 
裁縫／木工／家政 2 4 4 3 13 
算数／数学 4 4 4 4 4 4 4 4 4 36 
自然と技術2) 1 1 2 2 2 3 11 
地理 2 2 4 
生物 2 2 4 
物理／化学 2 2 2 6 
ドイツ語 3 4 4 11 
フランス語 2 2 4 
クラス討論 1 1 1 1 1 1 1 1 1 ， 
学年別時間数 20 21 22 26 27 28 30 31 30 235 
注記 （1)基本的な社会的事柄・問題について、その社会的・歴史的背景などを理解させることを目的
とした教科
(2)従来の地理、生物と物理／化学を総合した教科
※上記の教科の他、 8~9学年では、選択教科として職業学習、ワープロ、機械、写真、ドラ
マ、メデイア、保育などがある。
（出所）日欧文化交流学院の千葉忠夫氏の請議資料、および、文部省国立教育会館教育情報提供事業の
ホームページ「海外教育情報」。両者を元に作成。
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前述したように義務教育の国民学校卒業後は、約50％の生徒が技術学校・商業学校に進学す
る。これらの職業学校に入学するのは、国民学校から直接進学する生徒だけでなく、ギムナジ
ウムの卒業試験に受かって高等教育機関に進む道が開けていたのに、自分が本当にやりたいこ
とがみつかった者、社会で働いていたがステップアップのためにより上級の技能や資格を得よ
うと考えた者、勤めている企業から勧められた者、失業して新しい職に就くために技術を身に
つけようとする者などさまざまである（⑤)。なお、ここでは、職業教育だけでなく一般教養教
育も行われている。
商業学校・技術学校の基礎職業訓練コース（図 7参照）の訓練職種は、面業、事務、公務、
電気技術、コンピューター、大工、機械工、自動車整備工、調理師など80種類以上にのぼる
(15)。修業年限は職種によって異なるが、だいたい3~4年である。このうち学校での授業に半
年～ 2年が当てられる。
基礎職業訓練コースの第1段階 (20週間）は、学校で理論的・実践的教育を受けるタイプと、
職場で実地訓練を受けるタイプの2つがあり、生徒はどちらかを選択する (16)。実際には、国
民学校から直接人って来た生徒にしばしば見られる、自分のやりたいことがはっきりわかって
おらず、座学にも飽き飽きしているような生徒には、職場での実地訓練が勧められる。生徒は、
職場で働く経験をすることで学校で学ぶことの必要性がわかるようになる（⑤)。第2段階 (20
週間）では、自分が身につけたい職種を選択し、 5週間ずつ 4段階の学習を行う。第3段階で
は企業との間に訓練契約を結び、学校での理論学習と職場での実地訓練を交互に数回ずつ繰り
返す。この段階の実地訓練には職場から給料が支払われる。
基礎職業訓練コース終了時に職人証明書取得試験があり、これに合格すればプロの職人とし
て認められる。なお、第1段階ないし第2段階終了後に選抜されて上級技術・商業試験コース
に進む道もある。 2年制のこのコースを修了して上級栢業試験、あるいは上級技術試験に合格
すれば、それぞれに関連する高等教育機関に進むことができる (17)。
以上の職業教育は、生徒一人一人の教育プランに基づいて行われる。生徒が入学すると、教
育アドヴァイザーが生徒と個別に面談し、どんな資格を取ることができるか、そのためにはど
んな勉強と成績が必要かを話し、それぞれの生徒に目標を示す（注7)。教育プランは、生徒、担
任の教師（生徒 12~ 14人を受け持っている）、教育アドヴァイザーの三者が相談して作成す
る。そして、生徒一人一人に教育ノートがあり、この教育プランの他、学校での学習内容と評
価、および実習先での訓練内容と評価などがその都度記載される。この教育ノートを見れば、
その生徒が教育訓練課程のどこに位置しているか、どんな問題があるかが、生徒本人、学校、
実習先の職場の三者に一目でわかるようになっている（⑤)。
実地訓練の重視は教員菱成カレッジにおいても同じである。 1、2年生で各4週間、 3年生で
7週間、 4年生で5週間の実地訓練を理論学習と交互に行っている (18)。また、教員養成カレッ
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ジヘの入学には社会経験があることが重視されている。
デンマークでは教員養成カレッジに限らず、大学など高等教育機関に入る前に就職や長期の
外国旅行、あるいは成人のための社会教育機関である国民高等学校(Folkehojskole、民衆大学
とも訳される。添付資料参照）で学ぶなど、幅広い経験をすることがよいと考えられている。
こうした社会経験によって若者は自分がどんな人間か、何をしたいのか、どんな仕事に向いて
いるのかを知る（④⑨⑫の学生たちの談話）。その上で高等教育機関で何を学ぶかを決めるので
ある。
以上のようにデンマークの職業教育は早い段階から始まり、学校と職場が連携して行う徹底
した実地訓練と、生徒の意思や発達状況を勘案しながら行う少人数教育が特徴になっている。
また、高等教育機関に入る前の社会経験はその後の学びを実のあるものにしている。さらには、
仕事の技量を高めるために学び直したいと考える勤労者や、失業して再起を図りたい者にも、
一般の学生と同様に学費無料で職業教育の門戸が開かれている。なお、失業者には生活支援金
が支払われ、働きながら学んでいる者には給料が支払われる（⑬）。
また、デンマークには、学校生活への適応がうまくいかない生徒や退学した生徒のための、
ユーススクールという教育機関がある（添付資料参照）。これは全ての自治体に設置が義務づけ
られており、体験学習と座学を通して再び勉学に向かっていく力や、社会の一員としての態度
を養っている（⑭）。
こうした職業教育の方法、および学校教育や社会のシステムが、若者の学校社会から職業社
会への移行をスムーズにし、また、勤労者の再挑戦や失業者の再起を可能にしている。これに
よってデンマークの若者の自発的離職やフリーターの発生も比較的低く抑えられていると考え
られる。
④日本の職業教育と学校教育の問題点
デンマークの学校教育システムと職業教育の方法を検討することによって、日本の学校教育
や社会のシステムの問題点が見えてきたが、以下にそれについて考察してみよう。
日本において学校社会から職業社会への移行がスムーズに行われないのは、学校教育におけ
る職業教育がきわめて不十分であるために、生徒や学生が職業社会についての知識に欠け、職
業的技量をもたないまま学校を卒業することになるからである。その原因は、職業教育が主と
して企業によって行われることにあると考えられる。このシステムのもとでは学校における職
業教育の充実は期待されず、学校と職場が連携した実地訓練も行われにくい。いきおい、企業
は潜在能力のより高い者を採用しようとするが、その際の判定基準は採用候補者の出身校の入
試の偏差値になる。それが、受験競争と学校の序列化を激化し、個人の適性にかなった進路選
択を阻害し、青少年の多様な社会経験や生活経験のチャンスも奪うことにつながっている。
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こうした状況の中で、子どもたちは高校進学では適性や将来の進路と関係なく学力偏差値で
振り分けられる。そして、普通高校の方が職業高校より偏差値が上位であることが多くなって
いるために、大学に進学しない者が普通高校に入ったり、職業高校に入った者が自信を失って
勉学から逸れる者も出てきている。前者の場合は職業教育は受けないうえ、普通教育を受けて
もその意義を感じることのできない者も多く出てくる。後者の場合は職業教育が行われても本
人に積極的に学ぶ姿勢がないので、それが定着しない。そして、いずれの場合も、「学校生活不
適応」や「進路変更」という理由での中途退学につながりやすい。受験競争に打ち勝ってよい
コースを進んだ者でも、職業や実社会について学ぶ機会が殆どないので、自分の適性や本当に
したい仕事がわからない、職業人として適切な行動の仕方がわからないという者が多い。
以上のような日本の不十分な職業教育と学校教育のシステムの中で、かなりの数の学卒時不
就業者、自発的離職者、そしてフリーターが生じていると考えられる。そして、その人達がそ
の状態から脱しようとしても、自分を見つめ直したり職業教育や専門教育を受け直す機会や場
は少なく、あっても高い費用がかかるために、それが難しいのが実状である。
つまり、日本の若者の自発的離職やフリーターを減らすためには、職業教育の比重を企業内
教育から学校教育に移すこと、実地訓練については企業と学校が協力すること、学力偏差値に
よる人間評価を改め、個人の適性による人生コースの選択可能性と社会経験機会の拡大を図る
こと、人生の再挑戦のための教育機会を大きな経済的負担なしに保障することが必要だという
ことである。そして、これが遠回りではあるが日本の晩婚・非婚化の抑制策の重要な一部にな
ると考えられる。
(2)「要因2：若年男性の低賃金と若い夫婦の共慟きの難しさ」とそれへの対策
経済的理由による結婚難は失業者やフリーターに限らず、もっと一般的な状況としても存在
する。未婚男性を対象にした東京都の調査では、未婚でいる理由の第3位が「結婚するのは経
済的に困難だから」 (32.8%) (2つまでの複数回答）であった (19）。このように経済的理由が
比較的多くなる原因には、生活や子育てに多くのお金がかかるということもあるが、日本の賃
金体系が終身雇用を前提とした年功序列賃金であるために、若年男性の所得が相対的に低いと
いうことがある（表4)。管理・事務・技術労働者の25~ 29歳層の50~54、55~ 59歳層に
対する賃金は、高卒で約5割、大卒で4割にすぎない。このような若年層の低賃金は、前節で
見たように職業的技能の養成が企業内で行われることにもよると考えられる。
若年層の低賃金とは別に、日本では女性の出産後の就労が、長時間労働や保育施設の不備、
および世帯単位の課税方式による配偶者特別控除の存在によって阻まれているために（図8)、
家計の稼得責任が夫一人にかかっているということも、経済的理由による晩婚・非婚を生んで
いると考えられる。労働省の「賃金構造基本統計調査（平成11年）」では、 25~29歳と 30~
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34歳の男性労働者の6月分の平均賃金は、それぞれ24.5万円と 30.0万円であった。特に25~
29歳の賃金が低いが、可処分所得は更に少なくなる。ちなみに、 34歳以下の単身男性の 1年
間の消費支出額が240.6万円、女性のそれが247.6万円である（総務庁統計局「単身収支調査」
1999年による）。男性1人の賃金では、結婚して単身時の生活レベルを落とさずに夫婦と子ど
もの生計を維持するのは難しい。
表4．個人収入の年齢階層別格差（男性）
H本
管理・事務・技術労働者 生産労働者 デンマー ク
年齢層 高卒 大卒 高卒以上
20-24 83.0 86.3 85.8 68.2 
25-29 100.0 100.0 100.0 100.0 
30-34 121.5 125.9 115.9 120.3 
35-39 139.9 153.4 129.2 131.8 
40-44 159.8 180.5 140.5 138.8 
45-49 181.7 207.1 151.1 145.6 
50-54 199.9 235.0 155.7 144.3 
55-59 203.0 238.9 151.6 130.5 
注）日 本：民間企業の所定内給与。平成 12年「賃金構造調査報告書」により算出。
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デンマーク：勤労収入の他社会保障給付金等を含む。 Statisticalten-year review 1998により算出。
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資料出所：デンマーク、 ILO「YearBook of Aobouer Statistics(l995)」
日本、総務庁「国勢調査（平成7年）」
図8.女性の年齢階層別労働力率
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一方、デンマークの年齢別所得格差は、表4に見るように比較的小さい。 25~ 29歳層の所
得は最も所得の多い45~49歳層の7割である。このように、収人の年齢格差が比較的小さい
上に、女性が子どもを産んでも就労を継続するのが普通であるので（図8)、男女が婚前同居な
いし結婚をする経済的メリットは大きい。また、教育費や医療費も殆どかからない。課税は個
人単位なので扶養控除はないが、直接給付の手厚い家族手当がある。これには所得制限はなく、
子どもが17歳になるまで支給される。支給額は0~2歳が月額1.4万円 (1DKK15円換算。以
下同じ）、 3~6歳が同 1.3万円、 7~ 17歳が同 1万円である (20）。ただ、保育園や幼稚園に
は月額2~4万円弱がかかり、親たちの負担感は大きいようだが、 1年間の法定育児休業期間
中は保育料がかからない。また、家族手当を保育料に当てれば純負担は月額約0.5~ 2.5万円
である。ちなみに、子どものいる二人親家庭の所得は月額約63.8万円、税金と個人年金を差し
引いた可処分所得は月額約37.0万円である (1995年の世帯形態別消費支出の表により算出）
(21)。
日本の現行の児童手当は所得制限があり（夫婦と子ども 2人のサラリーマンの場合は年収
670万円未満）、 6歳未満の第 1子と第2子には月額0.5万円、第3子には同 1万円である。扶
養控除（年少扶養控除）による減税額も小さく、もともと所得が課税最低限以下の場合はこの
控除は受けられない。
以上のデンマークとの比較から、日本の晩婚・非婚化の理由には、若年層の所得の低さや共
働きの難しさもあると考えられる。この経済的理由による晩婚・非婚を抑制するためには、年
功序列賃金体系の見直しとともに、若年層でも高い賃金が得られるように、学校教育における
職業教育を充実させることが求められる。また、共働きの促進には労働時間の短縮、育児休業
制度や保育所の整備、課税単位を世帯単位から個人単位に変更するなどの改革が必要である。
なお、年功序列賃金体系を改めた場合は、子どもに教育費が一番かかる年齢層である40歳代か
ら50歳代前半の勤労者の家計が苦しくなるという問題がある。これに関しては、子育てコスト
の約4割を占める塾や家庭教師費（こども未来財団の 1998年調査による）を教育改革などで
削減するなどの施策が必要である (22)。
(3)「要因 3：若者の離家の遅れと家族形成への無関心」とそれへの対策
就職後も親と同居し続け、基本的生活費や炊事・洗濯・掃除などの家事を親に依存している
独身者を「パラサイト・シングルJと名付け、その増加が日本の晩婚・非婚化の原因だとする
説は広く知られている (23)。国勢調査 (1995年）によれば、未婚子のうち親と同居している者
の割合は、 20~24歳が79.1%、25~29歳が45.0%、30~34歳が18.7％であったが、 20歳
代後半と 30歳代前半は 1990年からの 5年間にそれぞれ約5ポイント増えている。
一方、デンマークでは18歳（成人）になると親から経済的に独立し、親の家を離れるものだ
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と考えられている。国もそれを支援するために、 18歳の誕生日から学生に生活支援金を支給し
ている。親の収入が多い場合は減額されるが、最高額は栽と別居の場合は月々 5万7千円
(3,775DKK、1DKK=15円換算）、親と同居の場合は半額になる。他に月額3万円の学生ロー
ンを政府から借りることもできる（⑬）。不足分はアルバイトで補う。学費は無料であるが本な
どの教材費は自己負担である。国の学生支援金は独立して暮らすには十分な額とはいえないが、
離家の大きな促進要因になっていることは間違いない。
実際にどれくらいの若者が親の家から離れて暮らしているかといえば、 18歳で18%、20歳
で47%、25歳で91%、30歳で96％である (1999年。 DanmarksStatistic 2000)。この数字
には婚前同居や結婚をしている者も含まれているが（表2)、10人中9人の若者が25歳までに
は家を離れるということである。なお、 18歳時の同居率が高いのは、まだ高校生であり、上級
学校に進むための試験を控えていることや、学校も地元にあることが多いからであろう。
また、デンマークでは、シングル用の小さいアパートを見つけることはそれほど難しくない
（⑧)。シングル用アパートの家賃は、キッチン付きで4万円前後、キッチン無しで3万円程度
である（⑬)。大学のある都市には学生寮も多く、家賃は3万円程度である。学生寮には共有の
キッチンや洗濯室、娯楽設備のある集会室などがあり、学生たちはこうした場での相互のふれ
合いを通して、精神的にも社会的にも成長している。最近の学生は古い学生寮より新しいア
パートを好む傾向があるそうだが、学生の3分の 1は学生寮に住んでいる。オーデンセ市の学
生寮には、夫婦の一方が学生であれば入居できる夫婦用の部屋もある。見学した部屋は、庭付
きのlLDKで家賃は3.2万円であった（⑨)。アパートの家賃は生活支援金の額からみると安い
とはいえないが、敷金は日本のように高くない。また、学生寮は質、量とも充実していて、
日本よりはるかに離家しやすい。
なお、離家のプロセスは、大学等への進学で家から遠く離れる場合は別として、初めは親の
近くに住んで洗濯は家でしてくるなど、家族と接触しながら徐々に独立していくのが理想とさ
れている。親の家が大きい場合は、出入り口と生活を分けて親と同じ屋根の下に住むこともあ
るという（⑧）。
以上から、デンマークには「親からの独立」が文化として存在しているといえる。そして、
それが比較的早い婚前同居や結婚につながっていると考えられる。婚前同居の開始には、決し
て豊かとはいえない経済事情が促進要因として作用していると考えられるが、これについて女
子学生は、「経済的に苦しいから一緒に住むということは多いけれど、その場合でも結婚を考え
ているからこそ一緒に住むのよ」（⑨)と話してくれた。つまり、経済事情は同居のきっかけに
すぎないのであり、より重要なのは二人の関係と結婚への思いであるということである。
他の学生の話からも、デンマークの若者は家族や子育てにも明確なイメージと期待をもって
いることが伝わってくる。「年をとったときに隣に人がいない、自分がお母さんやおばあちゃん
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にならない人生は想像できない」（学生・24歳）、「息子ができたらサッカーや釣りをしたい。人
生の休験を分かち合うのはどんなに楽しいかと思うんだ」（学生・ 27歳） （24)、「子育ては肉体
的にはきついと思うけれど、返ってくるものも多いのできっと楽しいと思う。 3人くらいほし
いわ」 (18歳）、「子どもを育てるのは楽しいと思う。それに育てる経験が大切だと思う」 (19
歳） （⑫)と子育てに前向きである。第2次調査で話をした 12人の学生のうち、子どもはいら
ないと答えた学生は 1人であった。
以上のような、比較的早い時期の親からの経済的・生活的独立をよしとする考え方や、人生
を共にする家族を求める強い気持ちといったデンマーク人の文化と精神構造が、若者の早い婚
前同居や結婚の第1次的な要因であるということができる。その上に、第2次的な要因として、
生活支援金や住まいの確保しやすさなど経済的・社会的条件が早い離家や婚前同居を促してい
ると考えられる。
翻って、日本ではどうだろうか。 20歳代後半になっても未婚者の半数弱が親と同居している
のは前にみた通りだが、 20歳代後半から 30歳代前半の年齢段階にあっても、結婚の「必要性を
感じない」、「自由や気楽さを失いたくない」という理由から独身にとどまっている者も多い（表
5) (25) 。これらの理由は、親との同居で自由や気楽さを満喫しているので、この状態を変える
必要性を感じないとも読むことができる。勿論、一人暮らしの自由と気楽さを楽しんでいる者
も多いだろう。しかし、いずれにしても、結婚や家族の形成への関心や意欲は感じられない。
日本人の精神構造と日本社会との連関を鋭く洞察した神島二郎は、日本社会を単身者主義の
社会といい、日本人の独身者気分の核心を「家庭という拠点づくりにたいする無関心や無責任」
だとしている。神島は、このような気分を明治期の家を離れた都会の単身者に見いだしている
が、戦後についてもそれが、「親からの家庭ばなれができないままに、すねかじりの独身気分に
いすわっている」というかたちで現れていると指摘している。また、戦後の独身者は、「文化生
活へのあこがれがつよく家庭生活の豊かさを望むが、それも物の面ばかりで、そういう豊かさ
をもたらす責任が自分たちにあるとはつゆ考えない」とも述べている (26)。
神島二郎がこのような見方を示したのは30年以上も前のことであるので、パラサイト・シン
グルは最近になって登場したわけではない。また、そのような文化と精神構造は明治期からみ
られたのである。したがって、日本人の文化と精神構造が、現代日本の若者の離家の遅滞と晩
婚・非婚化の第 1次的な要因になっているということになる。
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表5.独身にとどまっている理由 (25~ 34歳）
男性 女性
まだ若すぎる 7.0% 1.7% 
必要性を感じない 33.3 34.7 
仕事（学業）に打ち込みたい 15.1 12.6 
趣味や娯楽を楽しみたい 19.9 19.6 
自由や気楽さを失いたくない 30.2 38.2 
適当な相手にめぐり会わない 46.5 52.3 
異性とうまくつきあえない 9.2 7.7 
結婚資金が足りない 22.3 13.0 
住宅のめどがたたない 6.0 4.2 
親や周囲が同意しない 3.5 7.0 
注）未婚者のうち何％が各項目を独身にとどまっている理由として考えているか（三つまで
選択）を示す。
資料出所：人口問題研究所「平成9年 独身青年層の結婚観と子供観 第ー 11回出生動向基
本調査ー」 1999年。
では、デンマークの2次的要因に当たる経済的・社会的条件は何だろうか。それは第 1には、
高い家賃である。特に、アパートの賃貸契約時に家賃数か月分にも当たる敷金や礼金を要する日
本の商l貫行は、離家の高い障壁になっていると考えられる（注8)。第2は、勤労者の長い労働時間
である。これは必然的に家事の分担者を必要とするが、独身者の場合はそれが母親になる。また、
長時間労働は家族のふれ合いを阻害するので、日本の若者が家族の形成に夢をもたなくなる。神
島も、日本社会では生活の拠点づくりの条件が保障されていないと指摘しているが (27)、今日の
日本人にとって必要な生活保障は労働時間の短縮であろう。デンマークの若者が家族との暮らし
に期待をもつことができるのは、週37時間の労働時間と、朝の出勤時間は早いが夕方の4時過
ぎには退社できる勤務形態、それに 8週間の有給休暇が保障されているからである。
以上から、日本の若者の離家を促す方策として考えられることは、 1つには、家賃の引き下
げか単身者への家賃補助制度の創設であるが、少なくとも一時的に多額の出費を必要とする敷
金・礼金の慣行は改める必要がある。第2には、生活にゆとりをもたらす労働時間の短縮と長
期休暇の保障を挙げたい。日本人の精神構造や文化を改めることは難しいことであるが、家庭
生活に時間的余裕がもたらされることで、それも次第に変わる可能性はある。
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(4)「要因4：社会的技量を育てない教育」とそれへの対策
①社会的技量に劣る日本の若者とそれに優れるデンマークの若者
前述の東京都の未婚者調在では、未婚でいる理由で最も多いのは「結婚したいと思う異性に
出会っていないから」であった（男性59.6%、女性56.3%。複数回答） （28)。厚生省の第11回
出生動向基本調査でも、 25~34歳の青年が未婚でいる最多理由は、「適当な相手にまだめぐり
会わないから」である（表5)(29) 0 
「結婚したいと思う相手にまだ出会っていない」者がなぜこうも多いのか。これについて山田
は、男女交際が活発化したからだという。その根拠の第1は、日本人は同棲をしないので結婚
に慎重にならざるをえない上、男女交際が自由になり交際機会が増加したので「もっといい人
がいるかもしれない」と考える女性が増えたこと、第2は、男女交際の活発化が一部の「もて
る人」と「もてない人」の階層分化を引き起こし、「もてない人」に結婚難を生じさせているこ
とだという (30)。確かにそんな一面もあるかもしれない。しかし、婚前同居が多い社会でも安
易にそれを開始するわけではない。デンマークで聞いた婚前同居についての考え方は、「二人が
うまくいくかどうかを試すという意味がある」（④の校長）、「経済的に苦しいから一緒に住むと
いうことは多いけれど、デンマークではその場合でも結婚を考えているからこそ一緒に住むの
ょ」（⑨）、「結婚前に良い関係を確立しておきたいからよ」（⑩)と、いずれも結婚を前提とし
ている。日本のいわゆる「できちゃった結婚」の方が安易ではないだろうか。
また、なぜ、男女交際が日本より活発なデンマークで (53~ 54頁参照）、「もっといい人が
いるかもしれない」という理由で婚前同居の開始を先延ばししないのか、あるいは「もてない
人」を多く生み出さないのだろうか。日本では本当に男女交際の活発化が結婚しない人を増や
しているのだろうか。そもそも、日本で男女交際は活発に行われているのだろうか。
第11回出生動向基本調査によれば、男女とも異性と交際していない者が最も多い（表6)(31)。
勤労者なら労働時間が長く異性とつき合う時間がない、身近に交際対象となる年齢の異性が少
ないなどの理由があるかもしれない。しかし、自由時間に恵まれ、周囲に同世代の異性も多い
はずの大学生を含む年齢層の18~19歳、あるいは20~24歳でも友人としてさえ異性と交際
していない者が多い。これはコミュニケーションの技量に欠けること、特に異性とのコミュニ
ケーションに慣れていないなどの問題があることを示しているのではないだろうか。
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表6.年齢別に見た未婚者の異性との交際
（％） 
男性 女性
18-19歳 20-24歳 25-29歳 30-34歳 18-19歳 20-24歳 25-29歳 30-34歳
婚約者がいる 0.2 1.6 5.6 4.3 0.3 3.2 7.4 3.8 
恋人がいる 15.1 28.3 23.2 16.6 21.6 37.2 30.9 22.4 
異性の友人がいる 15.3 14.8 15.9 15.7 16.5 16.1 14.5 17.2 
交際相手はいない 60.5 46.9 47.2 52.2 55.3 37.0 39.1 50.9 
資料出所：人口問題研究所「平成9年 独身青年層の結婚観と子供観 ー第 11回出生動向基本調査ー」
1999年。
「第6回世界青年意識調査」（総務庁青少年対策本部）によれば、日本の青年は、他者との関
係を進める能力が大変低い国の 1つである（図9)(32)。この調査は、「相手が怒っているとき
にうまくなだめる」、「知らない人とでもすぐに会話を始める」、「話し合いの輪の中に気軽に参
加する」、「何か失敗した時にすぐ謝る」、「自分とは違った考えをもっている人とうまくやって
いく」の5項目について、「いつでもできる」、「何とかできる」、「できない」の3段階で訊ねて
いる。図9は、各項目の「いつでもできる」という回答の割合を接合して示しているが、日本
は下から 3番目である。そして、 5項目のうち比較的多い「すぐ謝る」を除く他の4項目は、い
ずれも積極性や人の気持ちを理解する力が要求されるものであるが、これらの割合は大変少な
い。これでは異性とうまくつき合うのは難しいのではないだろうか。湯沢薙彦と筆者の研究で
も、結婚が遅れている男性に消極的・非社交的な性格の者が多かった (33)。
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（「いつでもできる」と答えた者の割合）
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資 料： 総務庁青少年対策本部「第6回世界青年意識調査細分析報告書」
第4章「日本の青年における友人関係とボランティア活動」
（東京学芸大学教育学部助教授相川 充）より
出 所： 平成 11年度版「青少年白書」
図9.青年の人との接し方（国際比較）
人とうまくつき合えない原因には、生まれつきの性格もあるだろうが、成育過程の影響も大
きいと考えられる。生育環境として家庭と並んで重要な学校に関していえば、多人数の教室で
教師の話を一方的に聞くことが主休の知識詰め込み型の日本の教育が、原因の1つになってい
ると考えられる。こうした指導法の下では、生徒が自分で考えたり、友達や先生と話し合いな
がら学ぶことは少ない。また、知識量を測る学力試験で序列化される学歴社会の中では、異性
を含む友達とのつき合いや遊びより、受験勉強が優先される。家庭生活も学校価値に拘束され
がちである。社会生活の基本的）レールヘの関心も低くなる (341）。このような生育環境ではコ
ミュニケーション能力や杜会性は育ちにくい。
ところで、日本の若者のコミュニケーション能力の低さ、特に異性との交際能力の低さは近
年に特異な現象ではないはずである。今日、これが晩婚・非婚化との関連で問題になるのは、
結婚相手は自分で探すものという考え方が浸透したために、本人のコミュニケーション能力が
厳しく問われるようになったのである。では、デンマークの若者のコミュニケーション能力は
どうだろうか。
第2次調査では若者と話をする機会が多かったが、彼らは突然の質問であったにも拘わらず、
自分と親や社会との関係、結婚や子育てについて、さらには今後の生き方について明快に述べ
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た。突然の依頼したレクチャーでも堂々とやってのけてしまう。話を聞く時は、話の意図をしつ
かり受け止めようとしているのだろう、話者の目じっと見ながら聞いているのが印象的であっ
た。彼らと接していて感じたのは、彼らが大人だということであった。
また、若い子育て期の夫婦に、「日本では適当な人にめぐり会わないから独身でいるという人
が多いのですが、デンマークではどうですか」と訊ねると、妻の方が「デンマークには魅力的
な男性がいっぱいいますよ」と答えてくれた。ちなみに、多くの魅力のある男性の中から彼女
が夫を選んだのは、「いい父親になってくれそうだったから」だそうだが、他の子育て中の夫婦
についても、互いによく話し合い協力して子育てに当たる姿には、大人の落ち着いた関係が成
立していることが感じられた。
このようなデンマークの若者の社会的技量や「大人性」は、どんな環境の中で育ってきたの
だろうか。学校教育と社会教育の面からこれを見てみよう。
②デンマークの学校教育と社会教育
デンマークの義務教育の第1の目的は、民主主義を身につけさせることであり (35）、また、ど
ちらかといえば「学術的技量」より「社会的技量」を養うことの方が大切だと考えられている
(351) (36）。したがって教育の重点は、自分を表現する力をつけることや自分に自信をもたせる
ことに置かれている (37）。つまり、民主主義社会の一員としての資質や自分自身への自信を義
務教育の間にしっかり身につけさせるのである（注9)。では、それはどのようにして行われるの
だろうか。
a.就学前教育における遊びの重視
就学前教育には、 0~3歳の保育園、 3~6歳の幼稚園、 6~7歳のプレスクール（ナースリー・
クラス、 0年生ともいう）がある（図 7）。この期間は読み書きは一切教えない。それより、豊
かな自然に触れて思いっきり遊ぶこと、遊びを通して自由と責任の感覚と友達と仲良くするカ
を養うこと、互感を通して感じたり体験することが重視される。そして、 6~7歳のプレスクー
ルは、遊びから学びへの移行の時期と位置づけられており、長い間じっとしていることや人の
話に静かに耳を傾けることができるようになるための教育が行われる。人の話を静かに聞ける
ことは勉強に集中するためだけでなく、民主主義の基本と考えられているからである (38)。
b.対話やグループ学習による学びの重視
教師の仕事は、子どもに何かを教え込むのではなく、子どもが自ら学ぶのを助けることだと
考えられている。したがって、授業は対話形式やグループ学習で進められることが多い。クラ
ス討論も国民学校の 1年生から侮週1回行われる（表3)。こうした学習形式にはクラスの人数
は28人が上限と考えられ、それが定員となっている。実際には 20人前後が多い。
生徒の自主性と話し合いを重んじる教育は、学校運営にも及んでいる。学校行事、授業の時
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間配分、学校の財政、教育方針、教職員の雇用など学校の運営は、学校運営委員会で決められ
るが、生徒もそこに加わる。この委員会は5~7人の親の代表、 2人の教職員、および、 2人の
生徒によって構成されており、校長はオブザーバーとして出席するにすぎない。生徒の代表も
ここで対等に意見を述べる。ただ、生徒は教職貝の採用に関する投票権はもたない。もちろん
校長にも投票権はない (39) (40)。
こうした環境の中で生徒達は、人の話に耳を傾ける習慣を養い、自分の意見を述べる力をつ
け、人や集団に対する責任感や民主主義を学ぶ。
C •個人の特性や能力の違いが重視される教育
生徒の個性を重視するので、国民学校の7年生までは順位や成績をつけるための試験をして
はならないことになっている。小さな間違いを一々指摘して自信を失わせるようなこともしな
い。生徒に劣等感を持たせず、やる気を失わせず、本人が自分で気付くのを待つのである (41)。
また、義務教育の9年間を終えた時に、十分な学力がついていない、あるいは精神的に成熟が
足りないという場合は、 10年生としてもう 1年国民学校にとどまって不足を補う。国民学校終
了時には国の統一試験があるが、これは知識量を調べるようなOX式のものではなく、自分の
考えを述べる口頭試験と論文式の箪記試験である （②)。
d. 6歳から 17歳までの生徒が集う国民学校
国民学校には、プレスクールから 10年生まで、つまり、 6歳から 17歳まで12歳の年の差が
ある生徒が通っている。ここでは、小さい子どもは年長の子どもをモデルとしながら成長し、
年長の子どもは年少の子どもに何年か前の自分の姿を重ね合わせ、自分が育った過程を再確認
しながら成長することができる。また、大きい子どもが小さい子どものことを気にかけたり、
面倒を見る場面もあるだろう。見学したオーデンセ市の国民学校では、 0~3年生、 4~10年
生に分かれて月に2回のテーマ学習を行っているという（②）。 7つの年の差のある子ども達が
一緒に活動すれば、集団におけるリーダーシップや協力、問題解決の手法や知恵などを、年長
の子と年少の子が互いの立場で学ぶことになる。このように、異年齢の子どもがふれ合う環境
も、生徒の社会的技量の育成に寄与していると考えられる。
e.男女共学と活発な異性交際
学校は全て男女共学であり、男女別クラスもない。国民学校の高学年になると男女交際も始
まるが、彼らが校内で抱き合っていたり、キッスをする光景も見られるそうだ。しかし、これ
が規制されることはないという（②)。ギムナジウムの生徒たちに聞くと、異性の友達はたくさ
んいるというのが普通のようであった。ギムナジウムの教室を見学すると、恋人どうしと思わ
れる男女が机を並べて授業を受けている風景も見られた。学校の外では、互いの家を行き来し
たり、週末に集団で街に出かけたり、パーティーをした後にみんなでごた寝をすることもある
という。座談会に出席した 7人の生徒のうち現在恋人がいるのは3人、恋人と一緒に住んでい
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たという者も 1人あった。セックスについては、「パーティーですぐセックスにいくことは普通
はないよ」、「恋人とセックスするときは避妊をするよ」と話してくれた。「毎日が試験で大変。
それどころじゃないよ」という男子生徒もいたが、男女交際はそれなりの自己規制のもとで自
由に行われているようだ。恋人との関係は親にはあまり知られたくはないようだが、「異性の友
達の家に行くことは両親は知っているよ」という者もあった。生徒達の話を聞いていると、親
は心配していないわけではないが、若者はそんなものだと見守っているように感じられた。
f.大学に入る前の社会経験で社会的技量を養う
デンマークでは、ストレートに大学に入るのが良いとは考えられていない。前述したように、
大学に入る前に長期の外国旅行や職場経験、あるいは国民高等学校で学ぶ経験をもつことが大
切だと考えられている。教員養成カレッジは、社会経験を入学要件にしているほどである（注
10）。また、ギムナジウム終了試験や高等教育準備試験の成績が入学したい学科が要求する基準
に満たなかった場合は、社会経験に対して与えられるポイントを積み足すことで入学が許可さ
れるのは、大学に入るまでの社会経験が重要だと考えられているからである。
第2次調査で会った高校生や大学生たちも、デンマークのこのシステムを高く評価していた。
ギムナジウムでの座談会に参加した7人の生徒のうち、直接大学に行くという生徒が3人いた
が、そのうち1人は既に社会経験があり、 1人は成績がよくないのであと8ヶ月ギムナジウムに
残るという者であった。他の生徒たちは、「卒業して旅に出るのは普通のことだよ。世界一周の
旅に出て考える時間をもちたい」、「13年も勉強してきたのだから休みの期間が必要だよ」、「外
国で2年くらい仕事をしてみたい。国民高等学校に行きたいとも思う」などと、さまざまに語っ
てくれた。国際国民高等学校で会った5人の学生たちは、まさにその期間を過ごしていたわけ
だが、大学に入るためのポイント集めも兼ねていた。オーデンセの学生寮で会った3人はみな、
大学に入る前に 1年半～ 2年の就業経験があった。 3人のうち 2人は国内の工場やガソリンス
タンドで働き、 1人はイギリスでベビーシッターをしていたそうだが、そのような経験を通し
て、人との関係の取り方、自分自身の限界や存在価値、自分が何になりたいかを知ることがで
きたという。また、社会は自分の限界を知っている人間を求めているのだという。なぜなら、
自分の限界を知っている者の方が、職場で人とうまく仕事をしていくことができるからである
（⑪）。
以上のように、高等教育を受けるデンマークの若者は、ギムナジウムを卒業して大学に入る
までの 1~2年間に自分自身をより深く洞察し、また社会的技量を養っている。
g.地域の子どもと大人がふれ合うスポーツクラブ
ヨーロッパの他の国と同じように、デンマークでも放課後のスポーツ活動は学校では行わず、
地域の運動クラブで行う。各自治体は運動クラブに助成金を出して青少年のスポーツ活動を奨
励している（添付資料）。運動クラブの指導者は地域の大人たちである。子ども達にとっては親
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しいおじさんやお兄さんである。ここには、 4歳から 18歳までの青少年から大人までが参加し
ているので、年少の子どもと年長の子どものふれ合いだけでなく、子どもたちとさまざまな社
会経験のある大人達とのふれ合いもある。子ども達は学校とは違う社会関係や社会生活上の
ルールを経験し、社会性の幅を広げる。
デンマークは労働時間が短いためにこうした活動が可能になっているわけだが、 5週間の有
給休暇も子供の生活経験や社会経験の幅を広げるのに役立っている。
以上、デンマークの若者のコミュニケーション能力や社会性を育てる環境という観点からデ
ンマークの教育システムをみてきたが、このような学校教育に対する批判的な見方もある。そ
れは、学術的技量より社会的技量が重視されるために、国民学校では学カレベルの高い生徒達
が退屈してしまうということだ (42)。ギムナジウムや国際国民高等学校で会った学生のうち数
人の学生がその点での不満を語った。しかし、デンマークの学生の次のような意見は示唆に富
む。「科学は本当にできるが、他の人々とコミュニケーションを行って一緒に働くために必要な
社会的技量を持っていない人は社会にとってそれほど役立つ存在ではない」、「デンマークの生
徒達は、純粋な学術的技量を強調している学校制度の学校の生徒たちよりも、若い年齢で責任
感があって成熟した人間になることが多い」 (43)。デンマークに2年間滞在してデンマークの学
校社会を観察し、自らもコペンハーゲン大学で学んだ伊藤美好氏もデンマークの学生とその研
究について次のように報告している。「やりたいことを見つけた学生の集中力はすごい。しか
も、じつに楽しそうだ。好きなことを、間違いをおそれずにとことんやる。それまでにいろい
ろな経験をし、なにを、なぜやりたいのか十分考えてきているから、自分の視点をはっきり持っ
ている。子どもの頃からいっぱい遊んでいるので、体力もある。協調性もある。結果としてレ
ベルは高くなる。ユニークな研究も多い。」 (44)。
デンマークの学術的技量の養成には問題がないわけではないようだが、概ね成功していると
いえるのではないだろうか。それに、社会的技量を培い、人を成熟させる教育システムは高く
評価できる。デンマークの若者に会って感じた、彼らの「大人性」とコミュニケーション能力
の高さには、以上に述べた学校教育や社会教育の方法とシステムによるところが大きいと考え
られる。
③社会的技量を育てるために日本の学校教育や社会のシステムの何を変えればよいか
社会的技量の育成に比重を置くデンマークの教育で大切にされていることは、「幼児期の遊
び」、「少人数クラスでの対話による学習」、「知識量より思考力」、「個人の特性の重視」、「自己
表現力と自分への自信」、「多様な社会経験と生活経験」であった。これは、日本が学ぶべきと
ころであろう。ところが、「生きる力」の育成と「ゆとり」の教育をうたった文部省の第15期
中央教育審議会の第1次答申 (1996年）には、ここに挙げたデンマークの教育の特性とほぽ同
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じ内容のことが盛り込まれているのである。文部省は、総合学習や週休2日制の完全実施に
よってこれを実現しようとしているが、それだけでは十分ではない。それでは、日本の学校教
育や社会のシステムにどのような変革が必要なのだろうか。
第1は、クラスの少人数化である。現行では小中学校では上限40人、高校は公立では標準40
人、私立では50人以下と規定されているが、対話による学習、思考力や自己表現能力を伸ばす
教育のためには、デンマークで考えられているように、高校まで25~ 26人が望ましい。
第2は、幼少年期の遊びや多様な社会経験・生活経験を保障するためには、現在議論されて
いる中高一貰より小中一貫の方がよいと考える。なぜなら、この方が義務教育のこの期間内に
修得すべき学習内容を精選し、休系化することでより多くのゆとりが生まれると考えられるか
らである。また、精神的に不安定で難しい年齢段階にある 14~15歳の生徒に、小学生段階の
子ども達のリーダーシップをとるという役割を与えることができるからである。
第3は、異性との交流を通じた社会的技量の育成のために、私学に残る男女別学の共学化を
進めることである。現状では特に、進学教育に力を入れている私立男子校に問題があると考え
られる。
第4は、現行の知識量を測るOX式や択ー式の人学試験を改め、思考力と表現力を問う論述
式や口頭試問に重点を置くこと。また、社会経験を評価し、これを加味することである。社会
経験は、国民教育会議で議論されているような奉仕活動に限定するのではなく、それぞれの個
性・興味や僅かれている環境の中で、本人がしたいと考えるものを尊重するのがよい。特に、
大学入試の場合は、受験には失敗したがある程度の学カレベルに達している者に改めて学力試
験を課すより、デンマークのように 1~2年の社会経験を評価し、これを受験で得ていた学力
試験の成績に加える方がよい。
第5は、企業が職業的技量や専門的能力を問わずに新卒の学生を採用する現行の方式を改め
ることである。これによって、過剰な受験競争と学校の序列化が緩和されると考えられる。
第6は、クラブ活動の場を学校から地域社会に移し、青少年が多様な大人と交流できる機会
をつくることである。そのためには、労働時間を短縮することも必要である。労働時間の短縮
は、親子が生活経験を共有する機会を増すことにもつながる。
まだ考えるべきことは多々あるが、以上のようなことが日本の若者の社会的技量を育てるこ
とにつながると考えられる。
4.結論
本稿では、先進国のうち出生率の回復に成功し、また、日本に比べて若い年齢で家族が形成
されるデンマークとの比較を通して、日本の出生率低下の根本原因としての晩婚・非婚化の社
会的要因を明らかにし、その上で結婚の促進策を考えた。結論は以下の通りである。
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①「要因 1：若年男性の自発的失業とフリーターの増加」とそれへの対策
日本の若年男性の高い失業率は自発的失業者の増加が主な原因であった。自発的失業者とこ
れに連なるフリーターの増加は、無・低収入層の男性を増やし、これが日本の晩婚・非婚の 1
つの要因になっている。自発的失業やフリーターの増加原因には、学校社会から職業社会への
若者の移行がうまくいっていないことがある。また、長時間労働を嫌う者がフリーターになる
傾向が見られる。一方、デンマークでは、学校社会から職業社会への移行がうまくいっている。
その理由は、学校教育の中で職業教育が十分行われていること、特に学校と職場が連携した実
地訓練が十分行われていること、また、より高度な教育訓練を受けたい勤労者や失業者が、無
料で再教育を受けられること、さらに、大学入学前の 1~2年の社会経験（就業経験、長期の
外国生活など）が重視・評価される（入学資格のポイントに加算される）ことであった。また、
労働時間は週37時間と短く、十分な長期休暇も保障されている。以上から、日本における対策
としては、職業教育を現行の企業内教育から学校教育に比重を移し、職場での実地訓練を含む
充実した職業教育を行うこと、勤労者や失業者が再教育を受けやすいシステムを作ること、青
少年の社会経験を推進するシステムをつくること、および労働時間の短縮と長期休暇を保障す
ること等が挙げられる。
②「要因2：若年層の低賃金と若い夫婦の共働きの難しさ」とそれへの対策
日本には経済的理由で未婚にとどまっている男性が少なくない。その理由は、デンマークと
比べて、若年層の収入が相対的に少ないことや、子育て期の夫婦が共働きをしにくいことであ
る。これへの対策としては、年功序列賃金制度の見直しと、それに関連して、学校教育におけ
る職業能力の開発や、中高年層の教育費の負担軽減のための教育改革も必要である。また、共
働き促進のためには、労働時間の短縮、育児休業制度や保育所の整備、および課税単位の個人
化が求められる。
③「要因3：若者の離家の遅れと家族の形成への無関心」とそれへの対策
日本の若者はデンマークの若者に比べて離家が遅く、就職後も親と同居し、家族の形成にも
無関心な者が多い。このような傾向は、日本人の「単身者主義」によるところも大であるが、
高い家賃、特に、アパートの賃貸契約時の高額な敷金・礼金も離家を遅らせる原因になってい
る。また、長時間労働が家庭生活の充実を損ない、家族の形成への若者の無関心と離家の遅れ
を生んでいる。対策としては、低家賃での若者への住宅供給、少なくとも敷金・礼金徴収の慣
行の改善、労働時間の短縮と長期休暇の保障が必要である。
④「要因4：社会的技量を育てない日本の教育」とそれへの対策
日本ではコミュニケーション能力に劣ることが原因で未婚にとどまっている若者も少なくな
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い。一方、デンマークの若者はコミュニケーション能力が優れている。この違いの大きな原因
は、学校教育の重点がデンマークでは「社会的技量」の育成にあるのに対し、日本では「学術
的技量」の育成にあることだ。そして、デンマークの教育で大切にされていることは、「幼児期
の遊び」、「少人数クラスでの対話による学習」「知識量より思考力」、「個人の特性」、「自己表現
力と自分への自信」、「多様な杜会経験と生活経験」であった。また、これを実現するための教
育システムと教育方法には学ぶべきことが多いが、日本人の社会的技量の育成のために求めら
れる対策としては次の諸点が考えられた。第1はクラスの少人数化、第2は遊びや多様な社会
経験•生活経験を保障するために「小中一貫」を実現すること、第 3 は私学に残る男女別学の
共学化を進めること、第4は上級学校への入学試験の重点を論述式や口頭試問に置き、これに
社会経験も加味すること、第5は、クラブ活動の場を学校から地域社会に移すことであり、こ
れに関しては、大人たちの労働時間の短縮も必要である。
以上、 4つの晩婚・非婚化要因とそれへの対策を示した。これらはすなわち少子化対策であ
るが、少子化対策に関するこれまでの多くの提言とはかなり異なるものになった。それは、学
校教育における職業教育の充実、社会経験の重視、労働時間の短縮、年功序列賃金の見直し、
アパート賃貸契約時の高額な敷金徴収慣行の改善、および社会的技量を育てる学校教育への転
換と、日本社会の構造的変革を求めるものである。そして、 4つの要因への対策のいずれにも
労働時間の短縮が含まれていることも注目されるべきことであった。ただ、本稿はデンマーク
社会のみを比較の対象としたものである。日本と同じように出生率が低いドイツやイタリアに
関する研究も必要であると考える。
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注記
(1) 結婚前の共同生活は日本では同棲と言われてきたが、これには社会規範からの逸脱とい
う否定的な意味合いがつきまとう。しかし、北欧や西欧では結婚前の共同生活は既に社
会的に認知されたライフスタイルとなっており、これを単に「コーアビタシオン（同
居）」とするのが一般的だと浅野素女は『フランス家族事情』（岩波書店、 1995)の中で
伝えている。本稿では、親子の同居や正式の結婚と区別する意味で「婚前同居」とした。
(2) リクルートリサーチ「アルバイターの就労等に関する調査」 (2000年）によれば、男性
フリーターの年間収人は平均 150万円程度であった。
(3) 10年以上にわたる傾向である。退学率は1.9~2.2％で推移していたのが1996年以降は
増加傾向にあり、 2.5~2.6％となっている。この退学率は高校在学生数に対する割合で
あるので、高校への同期入学コーホート中の退学率は 7~9％になる。
(4) 高卒時にフリーターになった者で3年後に正社員になっている者は3割に満たず（日本
労働研究機構「高卒3年目のキャリアと意識」 1992年）、大卒当初に無職だった者の3
割弱、非正規社員だった者の2割弱が、 3年8ヶ月後もフリーターか無職で求職中であ
る（日本労働研究機構「高等教育と職業に関する日欧比較調査・日本調査結果」1999年）。
(5) デンマークの失業率は好況時でも不況時の日本の失業率より高い（若年層を除く）など、
全体に失業率が高いが、これには失業者のカウントの仕方の違いが反映している。デン
マークで失業者としてカウントされるのは、「過去1ヶ月の間に失業による影響を受け
た」人である。日本のように「働く意志をもって求職している」人でカウントすれば失
業率はもっと低くなると考えられる。また、失業期間も日本より短い傾向にある。
(5) 1987 / 1988年度に義務教育を終えた者に対する卒業後10年目の調査では、一般的な、
あるいは職業的な資格取得教育を修了した者が47.6%、調企時も教育を受けていた者が
22.4%、卒業後教育を受けていない者が7.2%、上の学校に入ったが中途退学した者が
18.5%、上の学校は修了したが資格試験を受けていない者が4.3％であった。
(7) 教育アドヴァイザーは科Hの教師を兼ねているが、アドヴァイザーになるために2年間
の教育訓練を受けている。
(8) 敷金は、賃借人の賃料支払債務を担保する意味をもつ。その徴収は民法に規定されてい
るが、金額については地方によって異なり、家賃2ヶ月分から 6~7ヶ月分と幅がある。
関東は一般に2ヶ月分であるが、他に2ヶ月分の礼金が必要である。この他に不動産業
者への手数料1ヶ月分と、入居した月の家賃 1ヶ月も合わせると、離家時に多額の出費
を余儀なくされる。
(9) デンマークの教育思想の源流は、 N・F・S・グルントヴィ (1783~ 1872、教育者・哲
学者・牧師・詩人）にある。彼は、民主主義を根付かせるためには、一般の民衆がそれ
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ぞれ個人として自立し、意見を自由に発言し、社会に主体的に参加するようになること
が大切だと考え、あらゆる人に開かれた学校をつくった。そこでの学びのかたちは、知
識を詰め込むのではなく、先生と生徒が対等の立場で対話し、生徒同士が自由に話し合
い、互いに影響を与えあいながら、それぞれ自分自身の「生」の意味に目覚めていくと
いうものである。ここでは試験の必要はないし、してはならない。このグルントヴィの
思想に共鳴した人達が各地に作ったのがデンマークに独特の国民高等学校である (1884
年に作られたのが最初だが、 19世紀末には70校以上に及んだ）。また、農民が自分たち
の子どものために各地にフリースコーレといわれる学校をつくった。ここでも、家庭的
な雰囲気の中で、教師と生徒との対話と歌、創造的な活動を中心とした授業が行われた。
このフリースコーレや国民高等学校が、第二次大戦後に公立学校に影響を与え、グルン
トヴィの思想は今日までデンマークの学校教育に受け継がれている (45)。
(10) 近年は、ギムナジウムで成績が良い者を定員の20％まで入学させるようになっている。
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添付資料：デンマークの学校教育と青少年のための社会教育
1．学校教育ー就学体系と入学資格一
(1)初等教育・前期中等教育（義務教育）
義務教育の期間は7歳から 15歳までの9年間である。国民学校で9年間の一貰教育を行う。
子どもの9割がこの公立学校で学び、残り 1割が私立学校に行っている。なお、デンマークで
は親と社会が子どもを教育する義務を負うが、必ず就学させる必要はない。家庭で教育できる
のならそれでもよい。実際には殆どの子どもが就学している。
義務教育の前に、 6歳児のための 1年間の就学前教育があり（状況によっては2年間のこと
もある）、就学前学級として国民学校に併設されている（プレスクール、ナースリー・クラス、
0年生などともいわれる）。就学前学級への就学は義務ではないが、幼稚園とは違って無料であ
ることもあって、殆どの子ども (1992年は97.7%)が就学している。就学前学級の目的は、学
校生活に慣れさせることであり、読み書きは教えない。
義務教育の9年間の後に 10年生としてもう 1年、就学を延長することができる。これは、学
力が十分についていない、あるいは精神的に幼いなどの理由で、今少し国民学校で学んだ方が
よいと思われる生徒のための制度である。就学の延長については、教師から本人や親に勧める
ことが多いが、たいていはスムーズに受け入れられる。 10年生として残るのは、全体の約45
％である。
8年生から 10年生のための全寮制の学校 (ContinuationSchool) もある。ここには本人が
望んだ場合や、しつけ面で全寮制の方がよいと考えられる場合に入る。
義務教育終了時には、国の統一試験（義務教育終了試験）を受ける。しかし、受けたくなけ
れば受けなくてもよい。この試験は論述と口述で行われる。試験の結果は進路の参考にするが、
順位は出さない。
(2)後期中等教育
後期中等教育には、普通教育と職業教育がある。義務教育修了者の約45％が普通教育学校に、
約50％が職業教育学校に進んでいる。残余の5％は教育システムから離れるか、ドロップアウ
トした者である。
①普通教育学校
普通教育学校には、日本の普通高校に当たるギムナジウムと高等教育準備試験コースがある。
ギムナジウムは大学やその他の高等教育機関への進学準備を目的としている。就学期間は3
年であるが、成績が良くない場合はもう 1年残ることもできる。ギムナジウム終了試験を受け
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て合格すれば大学等高等教育機関への入学資格が得られる。
ギムナジウムに就学しなくても、高等教育準備試験に合格すれば大学等に人学できる。しか
し、独学で合格するのは難しいので、ギムナジウムや教員養成カレッジに併設されている高等
教育準備試験コース（全日制で2年間、定時制で3~4年間）で学ぶ者が殆どである。
ギムナジウムは全国に 155校あるが、そのうち 20校は私立である。私立のギムナジウムに
は国から 80~ 85％の財政援助がある。
②職業教育学校
職業教育学校には技術学校と商業学校がある。それぞれに基礎職業訓練コースおよび上級の
技術試験コースと商業試験コースがある。
基礎職業訓練コースには、国民学校卒業後すぐに入学した者、学校を離れてさまざまな経験
をした後に入学した者、企業から派遣されてきた者がいる。
このコースでは、荊業、事務、公務、調理、大工、電気工、その他さまざまな技術のいずれ
かを、学校での理論学習と企業などでの実地訓練を交互に数回繰り返しながら職業能力を養う。
学校と企業等の間には訓練契約が結ばれており、訓練は相互に連携して行っている。修業年限
は職種によって異なるが、 3~4年である。ここでは、職業教育科目だけでなく、普通教育科
目の授業も行われる。訓練コース修了時は、職人証明書取得試験が行われる。
上級技術試験コースおよび上級商業試験コースは、基礎職業訓練コースで半年ないし1年の
教育・訓練を受けた後に選考されて入学する。両コースは2年制で、それぞれのコース修了時
に上級技術試験、ないし上級商業試験を受け、合格者は高等教育機関への入学資格を取得する。
(3)高等教育
高等教育機関には、 3つの総合大学、いくつかの高等教育機関が統合されてできた総合大学
センターが1つ、デンマークエ科大学などの単科大学がある。ここでの修業年限は、学士相当
の学位取得コースが3~4年、修士相当の学位取得コースが5~6年である。総合大学や総合
大学センターには大学院が設けられており、博士課程は 3年である。
この他に、技術カレッジや教員養成カレッジなど短期の非大学型高等教育機関や芸術アカデ
ミーがある。これらの修業年限は2~3年である。
主要な高等教育機関は国立である。入学要件はギムナジウムの終了試験で平均6点以上を獲
得していること（最高点は 13点である）、または、高等教育準備試験、上級商業試験、上級技
術試験のいずれかに合格していることである。ただし、教員養成カレッジについては、教育に
社会経験を生かすという観点から就業経験が求められる。したがって、 21~ 23歳で入学する
者が多いが、最近では合格者の20％までは高等学校で成績が良い者が直接入学することを認め
64 
日本の晩婚・非婚化の社会的要因と少子化対策に関する一考ーデンマーク社会との比較を通して一
るようになっている（月刊『権利闘争」 No.234、1994年「特集・デンマークの社会福祉でま
なぶ（連載10回）デンマークの教師に聞く」）。
ギムナジウム終了試験の成績が入学基準に達しない場合は、ギムナジウム卒業後の長期の外
国旅行や就労経験、あるいは、後述の国民高等学校で学んだ経験に対して与えられるポイント
で不足分を補うことができる制度がある。
2.青少年のための社会教育
(1)国民高等学校 (Folkeh0jskole)
17.5歳以上の人なら誰でも入ることのできる全寮制の社会教育機関である。全国に105校あ
る。この学校の特徴は、試験をしないこと、資格を与えないこと、校長ともう一人の教師が学
校の敷地内に居住していることである。生徒たちは3~4ヶ月から8ヶ月の間、生活を共にしな
がら、教師や他の生徒と社会や人生について議論したり、音楽、絵、工芸を楽しんだりする。
この学校には、社会人が一休みしてもう一度人生に向かっていくために、あるいは、若者が
大学などに人学するためのポイントを稼ぎに入ってくる。しかし、若者は、ポイントを稼ぐこ
とのみを目的にしているわけではない。いろいろな人に出会い、自分や社会や人生について考
えることに意味があると考えられている。
ここでの学びは有料であるが、若者には国や自治体から援助があるので、実際の負担は軽い
か、殆どなくて済む。
(2)青少年学級、ユーススクール（Ungdomsskole)
夜の長いデンマークでは、 1950年代の法律によって各自治休で夜間の成人教育（イブニング
スクール）が始まり、 1960年代にはこれが昼間にも行われるようになった。語学、料理、エ
作、手芸、体育、音楽など、どんな科目でも 12人以上の希望者があれば、自治体はそのグルー
プに教室と教師を提供する義務がある。このような教室が13歳～ 18歳の青少年のためにも開
かれるようになったのが青少年学級である。ここでは、義務教育修了試験の受験科目のサポー
トも行われている。
青少年学級を発展させて、普通の学校教育にうまく適応できなかった子ども達のためにつく
られたのがユーススクールである。これは 1年制の学校で、全ての自治体に設立することが法
律で義務づけられている。ユーススクールの重要な役割は、若者の責任感を育てることとされ
ているが、ここで学力を付けてギムナジウムに進む子どもも少なくない。授業は座学と体験学
習が半々である（⑭）。
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(3) スポーツクラブ
青少年のスポーツは学校の課外活動として行われるのではなく、地域のスポーツクラブで行
われている。どの自治体にもサッカー場や体育館、プールなどの運動施設だけでなくクラブハ
ウスがある。大人達は仕事を終えて、子ども達は学校の放課後、夕食前に、あるいは夕食後に
ここに集まってきてスポーツをする。青少年にスポーツを指導するのは、発達心理学やコミュ
ニケーション学の研修も受けた地域の大人達である。
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日本の晩婚・非婚化の社会的要因と少子化対策に関する一考ーデンマーク社会との比較を通して一
A Study of Social Factors of Late-marriage and 
Non-marriage Phenomena 
and Counter-measures against the Decline of Total 
Fertility Rate in Japan in Comparison with Denmark 
KAWASAKI Suemi 
1. Purpose 
Despite the fear that Japan might become a society that consists of extremely few 
children and a large percentage of aged people, no effective counter-measure has been 
proposed. This study proposes some possible measures to increase the total fertility rate, 
through the comparison of Japan's social structure with that of Denmark. In particular, 
the study focuses on "late-marriage" and "non-marriage" as major factors of the declining 
birth rate in Japan. 
2.Method 
Fieldwork was conducted in Denmark in the summers of 1999 and 2000, which included 
visits to schools and various institutions and discussions with young couples and students. 
The statistical data gathered then were analyzed in comparison with Japanese social 
situations. 
3. Result 
The social factors of these phenomena and the counter-measures are as follows: 
Factor 1: Increase of the voluntary unemployment of young males and the "freeters" 
→ Counter-measures: Implementing vocational training, establishing re-education 
program for adults, and including out-of-school experience in the students'evaluation. 
Factor 2: Low wages for young adults and the difficulty for a young couple each having 
a job. 
→Counter-measures: Re-evaluation of seniority-based wage system and improvement 
in the working conditions for young couples. 
Factor 3: Delayed "leaving-the-nest" behavior and disinterest of the young in having a 
family 
→ Counter-measures: Abolishing the deposit for renting an apartment, and curtailing 
working hours as well as guaranteeing a longer vacation for employees. 
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Factor 4: School education that does not foster social abilities 
→ Counter-measures: Rather than merely bestowing knowledge on the students, 
schools should implement an education style that will foster critical thinking as well as 
giving the students confidence in themselves and self-expression ability. Also smaller classes 
and improvement in the entrance examination system should be realized. 
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